
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2018 年 7 月 17 日） 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

パウエル FRB 議長が議会証言で「段階的な利上げの継続が最善の策」と述べたことで日米金利差拡大が意識

され、円売り・ドル買いが優勢となった。ドル/円は一時 112.92 まで上昇し、1/9 以来の高値を付けた。一

方、メイ英首相に対する支持が薄れつつあるとの懸念が広がったことが影響し、ポンドは主要通貨に対して

下落する場面もあった。 

 

主要な米経済指標結果 

6 月鉱工業生産（前月比） 0.6％（予想 0.5％・前回 -0.1％⇒-0.5％） 

6 月設備稼働率 78.0％（予想 78.2％・前回 77.9％⇒77.7％） 

6 月米の鉱工業生産は、2ヵ月ぶりにプラスとなり、自動車生産が回復したことが影響した。前年比では+3.8％

だった。生産指数は、製造業が前月比+0.8％、自動車が+7.8％と大幅上昇となった。また、消費財が+0.7％、

企業設備材も+2.1％と前月のマイナスから上昇に転じた。一方、電力は-2.4％とマイナスに転じた。6 月の

設備稼働率は、0.3 ポイント上昇となり、2ヵ月ぶりのプラスとなった。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

7 月 NAHB 住宅市場指数 68（予想 68・前回 68） 

7 月の米 NAHB住宅市場指数は、住宅市場指数は市場予想と一致し、前月と変わらずとなった。雇用の堅調な

伸びが需要を支える一方、資材コスト上昇で住宅建設業者は圧迫されている。向こう 6 ヵ月の販売見通しは

73 と昨年 9月以来の低水準、販売の現況指数は 74で前月と変わらず、購買見込み客足指数は 52と 2月以来

の高水準となった。地域別では、西部がこの１年余りで最も低い水準に落ち込み、北東部も低下。南部は上

昇。中西部は変わらずとなった。 

 

出所：Bloomberg 
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要人発言 

パウエル FRB 議長～上院銀行委員会の公聴会 

・当面の最善策は漸進的な利上げの継続 

・漸進的な利上げは景気拡大を継続させる手段 

・ストレステスト、要件緩和の意向は断じてない 

・貿易紛争への懸念は賃金の伸びを抑制する可能性も 

・利回り曲線の形状は、われわれがよく話し合う事柄だ 

・少なくとも今後２年間は税・歳出法案が景気にとって意味ある支えとなるだろう 

・税法案の発表自体が今年の経済成長に前向きな影響を与えた。昨年もその可能性がある 

・原則として開かれた貿易は良い。国が貿易に障壁を設けたり、関税を貿易上の障壁として使用することは

望んでいない 

・国際的なルールに基づくシステムを望む 

・高い水準の関税に行き着いてしまうと、それはあまり好ましくない 

・貿易摩擦がもたらす影響を予測するのは全般的に困難だ 

 

 

トランプ米大統領 

・ロシアが米選挙に介入したとの当局結論受け入れる 

・昨日のロシア発言は言葉を間違えた 
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ダウ平均株価は 4営業日続伸、ナスダックは過去最高値を更新 

米株式市場は、序盤はやや軟調な動きが見られたものの、その後パウエル FRB 議長が議会証言で米経済につ

いて楽観的な見通しを示したことが好感され、主要株価は堅調な動きが続いた。ダウ平均株価は、序盤はや

や軟調な動きとなったものの、その後は堅調な動きとなり 91ドル高まで上昇するなど、4営業日続伸となっ

た。一方、ナスダックは終値ベースの過去最高値を更新した。 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


